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業績予想業績予想業績予想業績予想のののの修正修正修正修正およびおよびおよびおよび減損損失減損損失減損損失減損損失のののの計上計上計上計上にににに関関関関するおするおするおするお知知知知らせらせらせらせ    
 
 
最近の業績動向を踏まえ、平成 26 年９月 11 日に公表した業績予想を下記の通り修正いたしましたので

お知らせいたします。また、減損損失を計上することになりましたので、あわせてお知らせいたします。 
 

記 
 
１．業績予想の修正について 
 
平成 27 年２月期通期連結業績予想数値の修正（平成 26 年２月 21 日～平成 27 年２月 20 日） 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 
前回発表予想(A) 

百万円 

32,000 
百万円 

650 
百万円 

750 
百万円 

400 
円 銭 

75.77 
今回修正予想(B) 30,800 340 420 55 10.42 
増減額(B‐A) △1,200 △310 △330 △345  
増減率(%) △3.7 △47.6 △44.0 △86.3  
(ご参考)前期実績 
(平成 26 年 2 月期) 

31,615 646 701 494 93.59 

 
平成 27 年２月期通期個別業績予想数値の修正（平成 26 年２月 21 日～平成 27 年２月 20 日） 
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 
前回発表予想(A) 

百万円 

29,500 
百万円 

500 
百万円 

630 
百万円 

320 
円 銭 

60.61 
今回修正予想(B) 28,400 200 360 20 3.78 
増減額(B‐A) △1,100 △300 △270 △300  
増減率(%) △3.7 △60.0 △42.8 △93.7  
(ご参考)前期実績 
(平成 26 年 2 月期) 

29,239 482 606 446 84.56 

 
(1) 平成 27 年 2 月期通期連結業績予想の修正理由 
  （売上高の修正） 
    売上高につきましては、通期全般を通し、消費税増税後の反動減の影響が大きく、対策として季 

節商品の早期展開と生活必需品を中心とした山積み展開や組合せ販売、まとめ買い企画を打ち出し 
しました。しかしながら、増税による地域経済へのインパクトが強く個人消費が低迷し、家電、ブ 
ランド品、カー用品等をはじめとした高額商品が落ち込み、売上を落しました。あわせて、第３四 
半期以降、主要なシーズン商品であるスタッドレスタイヤ、除雪用品や除雪機、防寒衣料等の冬季 



商品が、初雪の時期が遅れたこと、また冬季シーズンを通して小雪であったため、回復に至らず計 
画を下回りました。 
この結果、売上高は 30,800 百万円（前回発表予想値比 3.7％減）となる見通しであります。 

 
  （営業利益の修正） 
    営業利益につきましては、継続的に強化しております「食品部門」での売上は伸長しましたが、 

高粗利部門である「ＤＩＹ＆グリーン」及び「カー＆レジャー」の売上を落としたことにより、売 
上総利益額、利益率ともに計画を下回りました。経費面については、節減に努めましたが、電気料 
金の値上げに伴う水道光熱費の上昇や「食品部門」に導入した冷凍冷蔵ケースの減価償却費、店舗 
空調の入れ替えによる修繕費の上昇によって全体としてほぼ前期並みとなり、売上総利益減少を補 
うまでには至りませんでした。 

    この結果、営業利益は 340 百万円（前回発表予想値比 47.6％減）となる見込みであります。 
 
  （経常利益の修正） 
    営業利益の修正要因により、経常利益は 420 百万円（前回発表予想値比 44.0％減）となる見通 

しであります。 
 
  （当期純利益の修正） 
    当期純利益につきましては、上記の修正要因のほか、有価証券売却による特別利益 118 百万円の 

計上がありましたが、一部事業用資産の減損損失 288 百万円の特別損失計上のため、55百万円（前 
回発表予想値比 86.3%減）となる見通しであります。 
 

(2) 平成 27 年 2 月期通期個別業績予想の修正理由 
  個別業績予想につきましては、連結業績予想に係る内容と同一のため、記載を省略いたします。 
 
２．減損損失の計上について 
  「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、一部事業用資産について減損の兆候が認められたこと 
から、将来の回収可能性を検討した結果、帳簿価額を回収可能額まで減損し、減損損失額 288 百万円を 
計上する見込みです。 

 
 
（注）当資料に記載の業績予想等につきましては、現在入手可能な情報をもとに、当社が計画、予測した 

ものであり、実際の業績等は、今後の様々な条件、要因により当資料の見通しとは異なる結果とな 
る可能性があります。 

 
 
 

以 上 
 
 


